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 eq \o\ad(利用上の注意,　　　　　　　　　　)
１ はじめに
  この速報は、平成１４年１２月３１日現在で実施した平成１４年工業統計調査（経済産業省所管指定統計第１０号）の主要項目について本県分を速報として集計したものである。
  調査結果の詳細については、１６年１月末に、「平成１４年工業統計調査報告書－静岡県の工業－」（確報）として公表する予定である。
  なお、平成１４年調査は従業者４人以上の事業所を調査対象としている。
２　用語の説明
（1） 事業所数

  平成１４年１２月３１日現在の製造業に属する事業所（国に属する事業所を除く）の数である。
  なお、事業所とは、一般に工場、製作所、製造所、加工所等と呼ばれているような、一区画を占めて主として製造又は加工を行っているものである。
（２）従業者数
  平成１４年１２月３１日現在の常用労働者数並びに個人事業主及び無給家族従業者数の合計である。
  なお、常用労働者とは、次のうちいずれかの者をいう。
ア　期間を決めず、又は１か月を超える期間を決めて雇われている者
イ　日々又は１か月以内の期間を限って雇われていた者のうち、その月とその前月にそれぞ

  れ１８日以上雇われた者
ウ　人材派遣会社からの派遣従業者、親企業からの出向従業者等は、上記に準じて扱う。
エ　重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている者
オ　事業主の家族で、その事業所に働いている者のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受け

  ている者
（３）現金給与総額
  平成１４年１年間に、常用労働者に対して決まって支給された給与（基本給、諸手当）及び特別に支払われた給与（期末賞与等）の額並びにその他の給与（常用労働者のうち雇用者に対する退職金又は解雇予告手当、臨時雇用者に対する給与、出向・派遣受入者に係る支払額、出向させている者に対する負担額等）の額の合計である。
（４）原材料使用額等
  平成１４年１年間における原材料使用額、燃料使用額、電力使用額及び委託生産費の合計で、消費税額を含んだ額である。

（５）製造品出荷額等
  平成１４年１年間における製造品出荷額、加工賃収入額、修理料収入額、製造工程から出た

くず、廃物の出荷額及びその他の収入額の合計で、内国消費税額を含んだ額である。

※内国消費税とは、消費税、酒税、たばこ税、揮発油税、地方道路税をいう。なお、消費税は調査項目に含まれないため、推計により算出している。
（６）その他
粗付加価値額（従業者４人以上）、付加価値額（従業者３０人以上）及び有形固定資産投資総額（従業者３０人以上）は、下記の計算式により算出している。

粗付加価値額＝製造品出荷額等－原材料使用額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額）

付加価値額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額）＋

          
（半製品及び仕掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額）－

            
原材料使用額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額）－減価償却額

有形固定資産投資総額＝取得額＋（建設仮勘定の年間増－建設仮勘定の年間減）
３ 産業中分類
   産業中分類の名称については、工業統計調査用産業分類の中分類名を略したものを用いた。

                       eq \o\ad(産業中分類略称表,　　　　　　　　　　　　　) 
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各産業における本県の主要製造品

09

食
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品

食料品製造業

まぐろ缶詰、レトルト食品

10

飲

料

･
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･

飼

料

飲料・たばこ・飼料製造業

緑茶、紅茶、荒茶

11

繊

維

工

業

繊維工業（衣服・その他の繊維製品を除く）

別珍、コールテン、綿糸染、組ひも

12

衣

服

衣服・その他の繊維製品製造業

羽毛ふとん、合成繊維帆布製品

13

木

材

･

木

製

品

木材・木製品製造業（家具・装備品を除く）

住宅建築用木製組立材料、特殊合板、造作材

14

家

具

･

装

備

品

家具・装備品製造業

宗教用具、木製棚、戸棚

15

パ

ル

プ

・

紙

パルプ・紙・紙加工品製造業

白ボール、雑種紙、その他の塗工紙

16

印

刷

印刷・同関連品

平板印刷物

17

化

学

工

業

化学工業

直接染料、香水、オーデコロン、医薬品製剤

18

石

油

・

石

炭

石油製品・石炭製品製造業

潤滑油、アスファルト舗装混合材、タール舗装混合材

19

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

製

品

プラスチック製品製造業

合成皮革、自動車用プラスチック製品

20

ゴ

ム

製

品

ゴム製品製造業

プラスチック製サンダル

21

な

め

し

革

・

同

製

品

なめし革・同製品・毛皮製造業

婦人用・子供用靴

22

窯

業

・

土

石

窯業・土石製品製造業

生コンクリート

23

鉄

鋼

業

鉄鋼業

機械用銑鉄鋳物、鉄鋼切断品

24

非

鉄

金

属

非鉄金属製造業

銅被覆線、アルミニウムはく、銅裸線

25

金

属

製

品

金属製品製造業

鉄骨、打抜・プレス機械部分品

26

一

般

機

械

一般機械器具製造業

木工機械、専用機

27

電

気

機

械

電気機械器具製造業

自動車用電球、エアコンディショナ

28

情

報

通

信

機

械

情報通信機械器具製造業

携帯電話機

29

電

子

部

品

・

デ

バ

イ

ス

電子部品・電子デバイス製造業

その他の電子部品

30

輸

送

機

械

輸送用機械器具製造業

その他の舶用機関、駆動・伝導・操縦装置部品

31

精

密

機

械

精密機械器具製造業

温度計（ガラス製）、光分析装置、医療用機械器具・同装置

32

そ

の

他

の

製

造

業

その他の製造業

ピアノ、プラスチックモデルキット

 

 

 

 

 


（注）  工業統計調査用産業分類は、日本標準産業分類（最終改訂平成１４年１０月）のうち大分類Ｆ－製造業に基づく。 
  なお、重化学工業と軽工業の区分については、中分類番号を○で囲んだものを重化学工業とし、それ以外を軽工業とした。
４　地域ブロックは、次のとおり９地域（県行政センター単位）である。

伊豆
下田市、賀茂郡

熱海
熱海市、伊東市

東部
沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、田方郡、駿東郡

富士
富士宮市、富士市、富士郡

中部
静岡市、清水市、庵原郡

志太榛原
島田市、焼津市、藤枝市、志太郡、榛原郡

中遠
磐田市、掛川市、袋井市、小笠郡、周智郡（森町）、


磐田郡（浅羽町、福田町、竜洋町、豊田町、豊岡村）

北遠
天竜市、周智郡（春野町）、


磐田郡（龍山村、佐久間町、水窪町）

西部         
浜松市、浜北市、湖西市、浜名郡、引佐郡

５　統計表に用いた記号の用法

「     ▲      」……負数
「     ｘ      」……個々の申告者の秘密が漏れる恐れがあるので秘匿した個所
「      ―     」……該当の数値がない個所
６　その他
（1） 金額については、単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。
（2） 構成比については、端数を四捨五入しているため、内訳の計が１００％にならない場合がある。

（3） 金額の比率については、万円単位で算定しているため、表中の百万円単位の金額で算定した結果及び文中の億円単位の金額で算定した結果とは一致しない場合がある。

（4） 日本標準産業分類第１１回改訂が行われ、従来製造業であった「新聞業」、「出版業」が情報通信業に移動する等、大幅な変更があったため、前年と単純に比較することはできなくなっている。このため、概況等において前年差（増減数）及び前年比を算出するに当たっては、平成１３年のデータを今回の分類に適合するように変換したうえで、改めて事業所ごとに産業格付けを行い、これにより得られたデータと比較している。（参考として、上記の調整を行わない前年差及び前年比を、一部において括弧書きで併記した。）ただし、改訂により従来の「もやし製造業」が農業に移動しているが、「こうじ、種こうじ、麦芽、もやし製造業」の一部分であるため、調整を行っていない。
なお、表中の平成１３年の数値は、すでに確定値として公表しているものであり、今回の改訂に伴う調整は行っていない。
（5） この速報値は、後日公表する予定の「平成１４年工業統計調査報告書－静岡県の工業－」    （確報）と相違することがある。
（参考）産業中分類の新旧対応表
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この報告書についての問い合わせ先は次のとおりです。なお本内容は下記ホームページにも掲載しています。
    〒420-8601  静岡市追手町９番６号

      静岡県企画部　高度情報総室　経済統計室商工係
      電話 054-221-2240（直通）   FAX 054-251-7271

      統計センターしずおか　ＵＲＬ:http://toukei.pref.shizuoka.jp 

 eq \o\ad(調査結果の概要,　　　　　　　　　　)
１　概況（従業者４人以上の事業所）

～事業所数、従業者数は引き続き減少　製造品出荷額等は２年ぶりに増加～
	・事業所数は、１万３７２１事業所となっている。（前年比６．０％減）
・従業者数は、４３万６４６１人となっている。（同４．０％減）
・製造品出荷額等（以下「出荷額等」という。）は、１６兆１６３７億円となっている。

（同０．１％増）
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・概要における増減数及び前年比は、表中に掲載した13年確報値ではなく、「新聞業」及び「出版業」に係る数値を除いて産業格付けを再度行った13年の数値と比較して算出している。また、（　　）内の数字は、「新聞業」及び「出版業」を含む13年確報値を用いて算出したものである。（利用上の注意６(４)参照）
事業所数は、平成１１年以降減少が続いている。ピーク時（昭和６３年、１万９３７２事業所）と比べ５６５１事業所減（２９．２％減）となっている。
従業者数は、平成４年以降減少が続いている。ピーク時（平成３年、５２万８８４５人）と比べ　　　９万２３８４人減（１７．５％減）となっている。
出荷額等は、2年ぶりに増加に転じている。ピーク時（平成３年、１７兆２１８７億円）と比べ　　　１兆５５０億円減（６．１％減）となっている。
事業所数、従業者数、出荷額等の推移（従業者４人以上の事業所） 　　　　　　　　（出荷額等：億円）
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事業所数、従業者数の推移（従業者４人以上の事業所）
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出荷額等の推移（従業者４人以上の事業所）
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２ 事業所数（従業者４人以上の事業所）
～事業所数は４年連続の減少～
	事業所数は、１万３７２１事業所で、前年より８８１事業所減少（前年比６．０％減）している。



（1） 産業中分類別の状況
構成比は、「一般機械」（１２．８％）が最も大きく、以下「食料品」（１２．０％）「金属製品」（１１．１％）の順となっている。

前年比は、「なめし革・同製品」（２．６％増）では増加したが、「衣服」（１６．５％減）、「精密機械」（１４．０％減）、「家具・装備品」（１２．８％減）等の２２産業で減少した。
産業中分類別事業所数の構成比　　　　　　　　　　産業中分類別事業所数の前年比
[image: image7.wmf]36.1%

35.6%

11.8%

6.4%

10.6%

11.4%

6.4%

12.6%

4.6%

6.3%

12.8%

6.6%

11.0%

11.1%

12.0%

4.7%

食料品

輸送機械

その他17産業

13年

14年

金属製品

事業所数

14年　13,721

13年　14,630







一般機械

プラスチッ

ク製品







電気機械

パルプ・

[image: image8.wmf]-4.8

-3.0

-8.9

-16.5

-8.3

-12.8

-4.3

-3.3

0.0

-3.0

-3.1

-11.2

2.6

-1.1

-10.9

-9.9

-8.5

-4.4

-7.9

-4.9

-0.6

-2.9

-14.0

-10.8

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

食

料

品

 

飲

料

・

た

ば

こ

・

飼

料

繊

維

工

業

衣

服

木

材

・

木

製

品

家

具

・

装

備

品

パ

ル

プ

・

紙

印

刷

化

学

工

業

石

油

・

石

炭

プ

ラ

ス

チ

ッ

ク

製

品

ゴ

ム

製

品

な

め

し

革

・

同

製

品

窯

業

・

土

石

鉄

鋼

業

非

鉄

金

属

金

属

製

品

一

般

機

械

電

気

機

械

 

情

報

通

信

機

械

電

子

部

品

・

デ

バ

イ

ス

輸

送

機

械

精

密

機

械

そ

の

他

の

製

造

業

前年比

(%)

                                         

（2） 従業者規模別の状況
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３　従業者数（従業者４人以上の事業所）
～従業者数は１１年連続の減少～
	従業者数は、４３万６４６１人で、前年より１万７９７８人減少（前年比４．０％減）している。



（1） 産業中分類別の状況
構成比は、「輸送機械」（２０．３％）が最も大きく、以下「電気機械」（１０．７％）、「食料品」（同１０．６％）の順となっている。
  前年比は、「なめし革・同製品」（前年比４．４％増）、「化学工業」（同０．５％増）の２産業では増加したが、「衣服」（前年比１７．０％減）、「情報通信機械」（同１５．２％減）、「その他の製造業」（同１０．７％減）等の２２産業では減少した。
産業中分類別従業者数の構成比　　　　　　　　　　産業中分類別従業者数の前年比
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（2） 従業者規模別の状況
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４　製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）

～製造品出荷額等は２年ぶりに増加～

	製造品出荷額等は１６兆１６３７億円で、前年に比べ１８６億円増加（前年比０．１％増）している。




  （１）産業中分類別の状況
構成比は、「輸送機械」（３１．２％）が最も大きく、以下「電気機械」（９．４％）、「化学工業」（９．１％）の順となっている。
前年比は、「輸送機械」（１６．２％増）、「なめし革・同製品」（９．７％増）、「印刷」　　　（２．１％増）等７産業では増加したが、「情報通信機械」（１８．４％減）、「その他の製造業」（１５．２％減）、「精密機械」（１３．４％減）等１７産業では減少した。
産業中分類別出荷額等の構成比　　　　　　　　　　産業中分類別出荷額等の前年比
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（２）従業者規模別の状況
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　（３）継続事業所の前年比
前年から継続して調査している事業所ごとの前年比を、区分別にみると、「９０％以上～
１００％未満」（３３１７事業所、構成比２５．４％）が最も大きく、以下「１００％以上～　　　１１０％未満」（２７３４事業所、同２０．９％）、「８０％以上～９０％未満」（２２８８事業所、構成比１７．５％）の順で、この３区分の中に６３．８％の事業所が含まれている。
なお、前年より減少した事業所（０％以上～１００％未満）は、全体の６１．３％となっている。

継続事業所の出荷額等の前年比分布（従業者４人以上の事業所）
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５　粗付加価値額（従業者４人以上の事業所）

～粗付加価値額は２年ぶりに増加～

	粗付加価値額は６兆７０１８億円で、前年に比べ２９３１億円増加（前年比４．６％増）している。




（１）産業中分類別の状況
構成比は、「輸送機械」（２７．７％）が最も大きく、以下「化学工業」（同１２．６％）、「電気機械」（９．４％）の順となっている。
前年比は、「輸送機械」（３６．６％増）、「なめし革・同製品」（２４．２％増）、「石油・石炭」（１１．４％増）等８産業では増加したが、「衣服」（１７．２％減）、「プラスチック製品」（１１．５％減）、「精密機械」（１０．３％減）等１６産業では減少した。
産業中分類別粗付加価値額の構成比　　　　　　　産業中分類別粗付加価値額の前年比
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　（２）従業者規模別の状況
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６　有形固定資産投資総額（従業者３０人以上の事業所）

～有形固定資産投資総額は２年ぶりに減少～
	有形固定資産投資総額は、５６７０億円で、前年より５００億円減少（前年比８．１％減）している。



  産業中分類別の構成比は、「輸送機械」（２８．７％）が最も大きく、以下「化学工業」　　　　　　（１４．５％）、「パルプ・紙」（１１．２％）の順となっている。
  産業中分類別の前年比は、「ゴム製品」（４７．５％増）、「食料品」（４２．４％増）「家具・装備品」（４１．５％増）等７産業では増加したが、「衣服」（８７．０％減）、「鉄鋼業」（５２．５％減）、「その他の製造業」（４３．６％減）等１６産業では減少した。 
産業中分類別有形固定資産投資総額の構成比　　　　　産業中分類別有形固定資産投資総額の前年比
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７　１事業所当たりの状況（従業者４人以上の事業所）
～１事業所当たり従業者、製造品出荷額等ともに増加～
（1） １事業所当たりの従業者数は、３１．８人で前年より０．７人増加（前年比２．２％増）している。産業中分類別では、「化学工業」の１３４．３人が最も大きく、以下「精密機械」７５．８人、「情報通信機械」７０．６人の順となっている。
（2） １事業所当たりの出荷額等は、１１億７８０２万円で前年より７２３５万円増加（前年比６．５％増）している。産業中分類別では、「化学工業」の８１億２０００万円が最も大きく、以下「情報通信機械」５９億１２５３万円、「輸送機械」３３億５３５６万円の順となっている。

産業中分類別１事業所当たり従業者数　　　　　　　産業中分類別１事業所当たり出荷額等

[image: image22.wmf]





26.1







18.2







17.1







12.8







13.4







12.8







37.3







20.1







134.3







11.7







36.5







12.8







21.3







25.4







52.3







18.2







24.7







53.9







70.6







42.8







58.8







75.8







31.1







28.3

0

20

40

60

80

100

120

140

その他の製造業

精密機械

輸送機械

電子部品・デバイス

情報通信機械

電気機械 @

一般機械

金属製品

非鉄金属

鉄鋼業

窯業・土石

なめし革・同製品

ゴム製品

プラスチック製品

石油・石炭

化学工業

印刷

パルプ・紙

家具・装備品

木材・木製品

衣服

繊維工業

飲料・たばこ・飼料

食料品 ﾆ

（人）







[image: image23.wmf]





588.69







1661.59







288.92







221.64







258.22







178.07







1399.98







372.05







8120.00







586.12







1030.02







162.74







582.24







881.76







2500.03







361.54







586.46







1756.02







5912.53







891.00







3353.56







2356.40







820.67







625.21

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

その他の製造業

精密機械

輸送機械

電子部品・デバイス

情報通信機械

電気機械 @

一般機械

金属製品

非鉄金属

鉄鋼業

窯業・土石

なめし革・同製品

ゴム製品

プラスチック製品

石油・石炭

化学工業

印刷

パルプ・紙

家具・装備品

木材・木製品

衣服

繊維工業

飲料・たばこ・飼料

食料品 ﾆ

（百万円）


８　市町村別の状況
～製造品出荷額等、6割以上の市町村が前年を下回る～
（1） 事業所数を市町村別でみると、「浜松市」（２２２０事業所、構成比１６．２％）が最も大きく、以下「静岡市」（１３９７事業所、同１０．２％）、「富士市」（１０７２事業所、同７．８％）の順で、市部が全体の７３．２％を占めている。
前年より増加した市町村は、「相良町 」（３事業所増、前年比２．１％増）、「竜洋町」（３事業所増、同１．３％増）、「天城湯ヶ島町」（２事業所増、同８．７％増）等で、９市町である。
一方、減少した市町村は、「浜松市」（１５４事業所減、同６．５％減）、「静岡市」（１２１事業所減、同８．０％減）、「富士市」（６２事業所減、同５．５％減）等で、６２市町村となっている。
（2） 従業者数をみると、「浜松市」（ ６万４６６７人、構成比１４．８％ ）が最も大きく、以下「富士市」（３万８０９８人、同８．７％）、「静岡市」（２万５０１１人、同５．７％）の順で、市部が全体の７２．８％を占めている。
前年より増加した市町村は、「三島市」（２２７人増、前年比２．７％増）、「相良町」　　　　（１７８人増、同３．８％増）、「竜洋町」（１２９人増、同１．７％増）等で、１８市町村である。

一方、減少した市町村は、「浜松市」（２２７０人減、前年比３．４％減 ）、「富士市」　　　　　（２２０５人減、同５．５％減）、「磐田市」（１７７８人減、同９．４％減）等で、５６市町村であった。

（3） 出荷額等をみると、「浜松市」（１兆９２７４億円、構成比１１．９％）が最も大きく、

以下「磐田市」（１兆６２８８億円、同１０．１％）、「富士市」（１兆２７２１億円、同７．９％）の順で、市部が全体の７６．３％を占めている。
  前年より増加した市町村は、「磐田市」（３７５３億円増、前年比２９．９％増）、「裾野市」（１４４３億円増、同３５．３％増）、「三島市」（４１７億円増、同１７．４％増）等で、　　　　２７市町となっている。

一方、減少した市町村は、「沼津市」（１６３５億円減、前年比２２．０％減）、「静岡市」　　（７０１億円減、同９．７％減）、「富士市」（６４８億円減、同４．８％減）等で、４７市町村となっている。
事業所数、従業者数、出荷額等の上位５市
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事業所数、従業者数、出荷額等の上位５町村
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９　地域ブロック別（県行政センター単位）の状況
～製造品出荷額等が中遠地域を除く全地域で減少～

（中遠8.6％増、熱海12.6％減、北遠11.1％減等）

（１）　事業所数を地域ブロック別でみると、「西部」（３１９０事業所、構成比２３．２％）が最も大きく、以下「中部」（２３５６事業所、同１７．２％）、「志太榛原」（２２１４事業所、同１６．１％）の順となっている。

前年と比較すると、「伊豆」（前年比８．６％減）、「熱海」（同７．９％減）「中部」（同７．３％減）等、全地域で減少した。
（２）　従業者数をみると、「西部」（１０万４２８１人、構成比２３．９％）が最も大きく、以下「中遠」（８万１２５２人、同１８．６％）、「東部」（６万６９２６人、同１５．３％）の順となっている。

前年と比較すると、「熱海」（前年比１１．５％減）、「伊豆」（同１１．３％減）「東部」（同　　　　５．１％減）等、全地域で減少した。

（３）　出荷額等をみると、「中遠」（４兆１４９３億円、構成比２５．７％）が最も大きく、以下「西部」（３兆６９４４億円、同２２．９％）、「東部」（２兆４４８７億円、同１５．１％）の順となっている。

前年と比較すると、「中遠」（前年比８．６％増）では増加したが、「熱海」（同１２．６％減）「北遠」（同１１．１％減）等、「中遠」を除く8地域では減少した。

地域ブロック別の事業所数、従業員数、出荷額等
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地域ブロック別の事業所数、従業員数、出荷額等の前年比
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10  静岡県工業の位置（従業者4人以上の事業所）
～全国順位･･･事業所数第5位、従業者数第4位、製造品出荷額等第3位～

全国の事業所数は29万725事業所、従業者数は831万5,138人、製造品出荷額等は269兆1,164億円で、本県の占めるシェアは各々4.7％、5.2％、6.0％となっている。

全国における静岡県工業の位置（従業者4人以上の事業所）

	順位
	事業所数
	従業者数
	製造品出荷額等（億円）

	
	全国
	290 725
	全国
	8 315 138
	全国
	2 691 164

	１
	大阪
	26 882
	愛知
	792 112
	愛知
	345 212

	２
	愛知
	24 214
	大阪
	560 033
	神奈川
	179 058

	３
	東京
	23 046
	神奈川
	439 421
	静岡
	161 637

	４
	埼玉
	16 224
	静岡
	436 461
	大阪
	157 279

	５
	静岡
	13 721
	埼玉
	432 438
	埼玉
	126 756

	６
	兵庫
	12 195
	東京
	425 445
	兵庫
	124 588

	７
	神奈川
	11 653
	兵庫
	372 859
	東京
	117 461

	８
	岐阜
	9 126
	茨城
	264 383
	千葉
	105 315

	９
	北海道
	7 797
	福岡
	227 572
	茨城
	99 578

	10
	新潟
	7 564
	千葉
	227 212
	栃木
	76 575


(注)経済産業省公表の平成14年工業統計速報による。
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